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4) 1766 年明和津軽地震の震源断層モデルに関する検討 
a) はじめに 
明和津軽地震は、明和 3 年正月 28 日（1766 年 3 月 8 日）午後 8 時頃に発生した。現在

の青森県黒石市、青森市西南端部と弘前市の東南部を中心に被害が生じたとされる 53)。津

軽山地西縁断層帯の一部が活動した M7 程度の浅い大地震と考えられてきた。弘前藩によ
って詳細な地震の記録が残されており、弘前藩内の村々の組ごとの被害から、震度分布が

求められている 53)。 
地震調査研究推進本部では、津軽山地西縁断層帯を以下のように長期評価している 54)。

津軽山地と津軽平野の境界に位置する東側隆起の断層帯で、南津軽郡浪岡（なみおか）町

付近で左雁行配列を示し、5 km 以上の隔たりがあることから、北部と南部の 2 つに大別
される。両者はそれぞれ別の起震断層を構成しているとみなし 55)、ここでは、前者（北側）

を津軽山地西縁断層帯北部、後者を津軽山地西縁断層帯南部とし、それぞれについて評価

している。活動区間は北部と南部、それぞれ 1 区間で、活断層長及び活動した場合の地震
の規模は、北部が約 16 km、M 6.8～7.3、南部が約 23 km、M7.1～7.3 と評価されている。
また、1766 年明和津軽地震との関係としては、北部のみ、南部のみ、あるいは両者が活動
した可能性がある、とされている。 
本プロジェクトのサブサブテーマ 2.3 では令和 2 年度に、沿岸海域および海陸統合地殻

構造調査として津軽半島を横断する地殻構造調査が実施され、津軽山地西縁断層帯の震源

断層に関する知見を得た。本項ではその情報を基にサブサブテーマ 2.5 で設定された震源
断層モデルを用いて、3) と同じく、明和津軽地震の被害を再現するような震源断層モデル
の検討を行った。なお津軽平野の深部地下構造モデルについては、本稿 1) 堆積平野地盤
構造モデルの改訂で詳述している。 
 

b) 浅部・深部地盤構造モデル 
深部地盤構造モデルについては、1894 年庄内地震の震度評価と同様に、国立研究開発法

人防災科学技術研究所が提供している地震ハザードステーション（J-SHIS）の深部地盤モ
デル最新版(J-SHIS V2 モデル)に、本プロジェクトで平成 30 年度及び 31 年度（令和元年

度）に実施した、微動アレイ観測によって得られた位相速度情報、単点微動観測によって

得られた H/V スペクトルを利用してモデルの高度化を実施した。得られた結果について、

令和 2年度津軽測線で得られている P 波トモグラフィー解析による速度構造断面との比較

を実施した。詳細は本稿 1) の堆積平野地盤構造モデルの改訂を参照していただきたい。 
浅部地盤構造モデルについては、微地形区分に基づく震度増分を付加することとした。

対象地域の VS30（AVS30）を図 83 に示す。津軽平野、青森平野や海岸部に沿って AVS30
が小さい領域が広がっている一方、津軽山地では、AVS30 が大きい値を示していることが

わかる。  
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図 83 微地形区分に基づく AVS30 の分布 

 
 
 c) 震源断層モデル 
本プロジェクトで実施された津軽平野での探査結果を基に、本プロジェクトサブサブテ

ーマ 2.5 で 1766 年明和津軽地震の震源断層モデルが設定された。ここでは探査結果に加

え、構造地質の観点から、3 セグメント（南より TR02a,b,c）から構成される震源断層モデ
ルが設定されている。強震動計算には、津軽半島北端の今別での大被害を含む被害分布を

踏まえて、提案された 3 セグメント震源断層モデルに対して、南の 1 セグメントのみ

（TR02a）、南と中央の 2 セグメント(TR02a+b)、3 セグメント全部（TR02a+b+c）が破

壊する 3 つのモデルを考え、2 セグメント及び 3 セグメントモデルでは破壊開始点を 2 通

り設定して、合計 5 ケースの震源断層モデルを設定した。アスペリティサイズ、位置等に

ついては、地震本部で実施されている、「震源断層を特定した地震の強震動予測手法」の

方法 19) による標準的な震源断層モデルパラメータを与えたモデルを構築することとした。 
庄内地震のときと同様、震源断層面上の強い揺れを生成する、「強震動生成領域」（あ

るいはアスペリティ）の個数や位置設定は当然任意性があるが、位置については、ここで

も被害分布 53) から推定されている高震度領域を参考に設定した。逆断層タイプの地震の

平均特性に基づいて、アスペリティの最下端から破壊が開始するものとした。 
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断層面上のすべり角（すべり方向）は以下の一覧表に示すように本地域の応力場と震源

断層面形状から設定したが、庄内地震の場合と同様、小断層でのすべり角には標準偏差 20
度の正規分布による揺らぎを与えた。各震源断層モデルのモデルパラメータを表 10～12
に、断層面上での強震動生成域（アスペリティ）位置や破壊開始点については図 84 に示
す。3 つのモデルの地震規模（マグニチュード及びモーメントマグニチュード）は表 10～
12 パラメータ表中にもあるが、表 13 にとりまとめた。また、図 85 に TR02a+b+c の地表

投影図に被害分布 53) を重ね描いたものを示す。 
 

 
表 10 TR02a の震源断層モデルパラメータ 

  

設定方法 TR02a TR02b TR02c

22.4

22.4

マグニチュード M M = (log L +2.9) / 0.6 7.1

走向 θ  [°] 199

傾斜角 δ  [°] 45

すべり角 λ  [°] 51

断層モデル上端深さ [km] 3

断層モデル深さ下限 [km] 15

断層幅 W  [km] 17

380

380

地震モーメント M 0 [Nm] M 0 = (S /4.24×1011)2
×10-7 (入倉・三宅(2001)) 8.04E+18

モーメントマグニチュード M w M w = (log M 0 - 9.1) / 1.5 6.5

断層モデル幅 W model [km] 18

22

396

396

S波速度 β  [km/s] 地殻内の平均値 3.4

密度 ρ  [kg/m3] 地殻内の平均値 2.70E+03

剛性率 μ  [N/m2] 地殻内の平均値 3.12E+10

静的応力降下量 Δσ  [MPa] Δσ = 7/16 ・(M 0 / R
3), R = (S model / π )1/2 2.5

平均すべり量 D model [m] D model = M 0 / (μ・S model) 0.7

セグメント地震モーメント M 0 seg [Nm] セグメント面積の1.5乗に比例して配分 8.04E+18

セグメント平均すべり量 D model seg  [m] D model seg = M 0 seg / (μ ・S model seg) 0.7

短周期レベル A   [Nm/s2] A = 2.46 ・1017 × M 0
1/3 1.06E+19

微視的震源パラメータ 設定方法 TR02a TR02b TR02c

面積 S a [km2] S a = πr 2 , r = 7π /4・M 0 / (A・R )・β 2 58.1

面積 S a seg [km2] セグメント面積に比例して配分 58.1

平均すべり量 D a seg [m] D a seg = γ D・D model , γ D=2.0 1.3

実効応力 σ a [MPa] σ a = Δσ a = 7/16・M 0 / (r
2
・R ) 17.0

地震モーメント M 0a seg [Nm] M 0a seg = μ・D a seg・S a seg 2.36E+18

面積 S a1 seg [km2] S a1 seg=S a seg・(2/3) または S a1 seg=S a seg 58.1

平均すべり量 D a1 seg [m] D a1 seg=(γ 1/Σγ i
3)・D a seg またはD a1 seg=D a seg 1.3

地震モーメント M 0 a1 seg [Nm] M 0 a1 seg=μ・D a1 seg・S a1 seg 2.36E+18

面積 S a2 seg [km2] S a2 seg=S a・(1/3) または「なし」

平均すべり量 D a2 seg [m] D a2 seg=(γ 2/Σγ i
3)・D a seg  または「なし」

地震モーメント M 0 a2 seg [Nm] M 0 a2 seg=μ・D a2 seg・S a2 seg または「なし」

面積 S b seg [km2] S b = S model - S a 337.9

実効応力 σ b seg [MPa]
TR02a, TR02b : σ b = (D b / W b) / (D a / W a)・σ a

TR02c : σ b = (D b / W b)･(π 1/2 / D a)･r ･Σγ i
3･σ a

3.1

平均すべり量 D b seg [m] D b seg = M 0 b seg / (μ・S b seg) 0.5

地震モーメント M 0b seg [Nm] M 0b seg = M 0 seg - M 0 a seg 5.68E+18

断層モデル長さ L model [km]

巨視的震源パラメータ

断層長さ L  [km]

断層面積 S  [km2] TR02a, TR02bの重複部分を削除

背
景
領
域

断層モデル面積 S model [km2] TR02a, TR02bの重複部分を削除
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テ
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ス
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表 11 TR02a+b の震源断層モデルパラメータ 

 
  



 
 

569 

表 12 TR02a+b+c の震源断層モデルパラメータ 

 
 
 

表 13 各震源断層モデルのマグニチュードとモーメントマグニチュード 
モデル TR02a TR02a+b TR02a+b+c 
マグニチュード 7.1 7.5 7.8 
モーメント・マグニ

チュード(MW) 
6.5 6.7 7.1 

 
  

設定方法 TR02a TR02b TR02c
22.4 14.9 23.7

61.0

マグニチュード M M = (log L +2.9) / 0.6 7.8
走向 θ  [°] 199 158 153
傾斜角 δ  [°] 45 45 45
すべり角 λ  [°] 51 78 100
断層モデル上端深さ [km] 3 3 3
断層モデル深さ下限 [km] 15 15 15
断層幅 W  [km] 17 17 17

311 218 402
931

地震モーメント M 0 [Nm] M 0 = (S /4.24×1011)2
×10-7 (入倉・三宅(2001)) 4.82E+19

モーメントマグニチュード M w M w = (log M 0 - 9.1) / 1.5 7.1
断層モデル幅 W model [km] 18 18 18

24 14 24

364 204 432
1000

静的応力降下量 Δσ  [MPa] Δσ = 7/16 ・(M 0 / R
3), R = (S model / π )1/2 3.7

平均すべり量 D model [m] D model = M 0 / (μ・S model) 1.5
セグメント地震モーメント M 0 seg [Nm] セグメント面積の1.5乗に比例して配分 1.78E+19 7.46E+18 2.30E+19
セグメント平均すべり量 D model seg  [m] D model seg = M 0 seg / (μ ・S model seg) 1.6 1.2 1.7

短周期レベル A   [Nm/s2] A = 2.46 ・1017 × M 0
1/3 1.93E+19

微視的震源パラメータ 設定方法 TR02a TR02b TR02c
面積 S a [km2] S a = πr 2 , r = 7π /4・M 0 / (A・R )・β 2 248.8
面積 S a seg [km2] セグメント面積に比例して配分 90.6 50.8 107.5
平均すべり量 D a seg [m] D a seg = γ D・D model , γ D=2.0 3.1 2.3 3.4
実効応力 σ a [MPa] σ a = Δσ a = 7/16・M 0 / (r

2
・R ) 15.0

地震モーメント M 0a seg [Nm] M 0a seg = μ・D a seg・S a seg 8.76E+18 3.64E+18 1.14E+19
面積 S a1 seg [km2] S a1 seg=S a seg・(2/3) または S a1 seg=S a seg 90.6 50.8 71.7

平均すべり量 D a1 seg [m] D a1 seg=(γ 1/Σγ i
3)・D a seg またはD a1 seg=D a seg 3.1 2.3 3.8

地震モーメント M 0 a1 seg [Nm] M 0 a1 seg=μ・D a1 seg・S a1 seg 8.76E+18 3.64E+18 8.43E+18
面積 S a2 seg [km2] S a2 seg=S a・(1/3) または「なし」 35.8
平均すべり量 D a2 seg [m] D a2 seg=(γ 2/Σγ i

3)・D a seg  または「なし」 2.7
地震モーメント M 0 a2 seg [Nm] M 0 a2 seg=μ・D a2 seg・S a2 seg または「なし」 2.98E+18
面積 S b seg [km2] S b = S model - S a 273.4 153.2 324.5

実効応力 σ b seg [MPa]
TR02a, TR02b : σ b = (D b / W b) / (D a / W a)・σ a

TR02c : σ b = (D b / W b)･(π 1/2 / D a)･r ･Σγ i
3･σ a

2.3 2.3 2.1

平均すべり量 D b seg [m] D b seg = M 0 b seg / (μ・S b seg) 1.1 0.8 1.1
地震モーメント M 0b seg [Nm] M 0b seg = M 0 seg - M 0 a seg 9.02E+18 3.82E+18 1.16E+19

- -

第
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テ

!

TR02a, TR02bの重複部分を削除断層面積 S  [km2]

断層モデル長さ L model [km]

断層モデル面積 S model [km2] TR02a, TR02bの重複部分を削除
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巨視的震源パラメータ
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図 84 設定した震源断層モデル。（上）TR02a、（中）TR02a+b、（下）TR02a+b+c。 
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図 85 震源断層モデルと 1766 年明和津軽地震の震度分布 53)。△は表示されている震度以

上であることを示している。背景の地質図は産業技術総合研究所地質調査総合センター

（2003）10) による。紫の枠が震度計算範囲。 
 
 

d) 強震動計算 
強震動計算は、深部地盤モデルを用いて工学的基盤面における広帯域地震動を求め、浅

部地盤応答は、微地形区分による震度増分を付加することで地表での震度を見積もった。

ここでは VS 600 m/s を最小 S 波速度とする工学的基盤面での広帯域地震動を、3) の庄内
地震の場合と同様、長周期側は差分法、短周期側は統計的グリーン関数法を用いて、周期

１秒のマッチングフィルターによるハイブリッド法計算を行った。差分法、統計的グリー

ン関数法の計算方法は 3) d) と同じである。計算領域は東西 80 km、南北 90 km、深さ 26.9 
km で、水平グリッドサイズは 50 m、計算間隔は 0.0025 秒で、総ステップ数 65,600、計

算時間は 164 秒とした。鉛直方向は速度構造に合わせてグリッドサイズを 4 段階に変更し
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ている（表 14 参照）。なお、地震基盤以深の構造は、全国一次地下構造モデル（暫定版）

の 15 層以下の構造を接続し、物性値についても全国一次地下構造モデル（暫定版）の値を

用いた 39)。 
 

表 14 差分法での鉛直方向の計算緒元 
Layer Vs 

min. 
(km/s) 

Vs 
max 

(km/s) 

Vp 
min. 

(km/s) 

Vp 
max 

(km/s) 

Depth 
range 
(km) 

Dz (m) Min. 
Period 

(s) 
1 0.6 3.1 1.6 5.5 0.0-1.0 50 0.42 
2 0.6 3.3 2.0 5.7 1.0-4.5 100 0.83 
3 2.7 3.4 4.6 6.0 4.5-8.9 200 0.37 
4 3.4 3.8 5.8 6.4 8.9-26.9 300 0.44 

 
工学的基盤面の地震動から地表面震度は、微地形区分に基づく最大速度の増幅率 16) お

よび最大速度と計測震度の関係式 18) から算出した。工学的基盤面に対する地表の震度増

分∆𝐼を、工学的基盤面最大速度値（水平 2 成分のうち最大値）𝑃𝐺𝑉![cm/s]と最大速度増幅

率𝑎𝑚𝑝から算出する。ここで、最大速度増幅率𝑎𝑚𝑝は、地表 30 m の平均 S 波速度𝐴𝑉𝑆30と
基準地盤（工学的基盤）の S 波速度𝐴𝑉𝑆30"#$により求められる。𝐴𝑉𝑆30"#$は深部地盤モデ
ルの VS 600 m/s 層以深の 30 m までの平均 S 波速度とした。震度増分∆𝐼を工学的基盤震度

𝐼!に加え、地表震度𝐼を算出する。 
log(𝑎𝑚𝑝) = −0.852 ∙ log1𝐴𝑉𝑆30 𝐴𝑉𝑆30"#$⁄ 3 

∆𝐼 = 2.603 ∙ log(𝑎𝑚𝑝) − 0.213 ∙ {log(𝑎𝑚𝑝)}% − 0.426 ∙ log(𝑃𝐺𝑉!) ∙ log(𝑎𝑚𝑝) 
𝐼 = 𝐼! + ∆𝐼 

 
 

e) 各震源断層モデルの震度の比較と記録との対応 
図 86～88 に、TR02a、TR02a+b（TR02a より破壊、TR02b より破壊）、TR02a+b+c

（TR02a より破壊、TR02c より破壊）の合計 5 ケースの震源断層モデルによる地表面震度

分布と、1766 年明和津軽地震の震度分布 53) の比較を行った。左図が計算で求められた震

度分布で、右側が重ね描きになっている。TR02a の高震度の位置が、TR02a 震源断層の南
側に広がっている傾向は、明和津軽地震の高震度分布のそれと対応しているが、広がりと

いう点で、シミュレーション結果は過小評価にみえる。また、津軽半島東側海岸部の震度

分布も説明できていない。TR02a+b の震度分布は、TR02a 震源断層面の南側に広がって

いる高震度階、津軽半島東側の海岸部から青森平野にかけての部分の震度分布が再現でき

ているように見える。一方、津軽半島西側の震度分布、被害がやや軽微だったと考えられ

る部分は、計算震度がやや過大にも見える。これはサイズの小さい TR02a でもすでにやや

過大評価という特徴が見えている。津軽半島北端の今別の被害による震度は、この地域の

地盤条件によって周辺より揺れが大きい計算結果に見えるが、高震度までは TR02a、
TR02a+b どちらも達成していない。設定した震源断層モデルのうち最大級の TR02a+b+c
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モデルは、高震度分布が集中している断層帯南部の分布や、津軽半島東側海岸沿い、さら

には今別の高震度に匹敵するような震度が得られている一方、津軽半島西側の観測震度を

はじめとして、全体に観測震度を上回る計算震度となっている。 
 庄内地震と同じく、被害より推定された震度値と、計算震度値の相関を図 89～図 91 に
示す。庄内地震の時と同様に、同一観測震度であっても計算震度値がばらついている特徴

がある。TR02a は、この中での低震度の相関がよい一方、高震度部分ではかなり過小評価

となっている。一方、TR02a+b+c モデルは全体に過大評価である。TR02a+b が、中庸と

して対応がよいように見える。なお、ここで設定した２種類の破壊開始点のモデルでは、

震度 7 の相関について、TR02a（南から破壊）が若干よいように見える。TR02a+b はマグ

ニチュード 7.5（モーメントマグニチュード 6.8）で、津軽山地西縁断層帯北部と南部を合
わせた程度の地震規模と言える。 
 

 
図 86 震源断層モデル TR02a の震度分布。（左）計算地表面震度分布。（右）計算震度

と被害に基づく震度 53) の比較。 
  



 
 

574 

 

 
図 87 震源断層モデル TR02a+b の震度分布。上が TR02a（南セグメント）から破壊、下

が TR02b（中央セグメント）から破壊。それぞれ（左）計算地表面震度分布。（右）計

算震度と被害に基づく震度 53) の比較。 
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図 88 震源断層モデル TR02a+b+c の震度分布。上が TR02a（南セグメント）から破壊、

下が TR02c（北セグメント）から破壊。それぞれ（左）計算地表面震度分布。（右）計

算震度と被害に基づく震度 53) の比較。 
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図 89 震源断層モデル TR02a の（左）震度分布と被害に基づく震度 53) の相関関係。（右）

各震度階で平均と標準偏差を示した。 
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図 90 震源断層モデル TR02a+b の（左）震度分布と被害に基づく震度 53) の相関関係。

（右）各震度階で平均と標準偏差を示した。上が TR02a（南セグメント）から破壊、下

が TR02b（中央セグメント）から破壊。 
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図 91 震源断層モデル TR02a+b+c の（左）震度分布と被害に基づく震度 53) の相関関係。

（右）各震度階で平均と標準偏差を示した。上が TR02a（南セグメント）から破壊、下

が TR02c（北セグメント）から破壊。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 
1) 堆積平野地盤構造モデルの改訂 
本プロジェクトにおける平成 25 年度～令和 2 年度の調査結果（微動探査、地震動波形

記録の H/V スペクトル解析、反射法・屈折法地震探査）に基づいて、富山平野周辺及び津

軽平野周辺の深部地盤構造モデルを改良した。これにより、主として地質構造や重力デー

タ、試錐データなどによって作成されていた従来のモデルに比べ、S 波速度構造に直接関

係する微動探査のデータを新たに多数取り入れたことで、大規模堆積平野における地震動

の伝播・増幅に寄与する詳細な深部地盤構造モデルを作成することができた。今後、実際

の地震を対象にした地震動再現計算やサイト増幅特性の比較などを行うことで、作成した

深部地盤構造モデルの検証をしていくとともに、地震調査研究推進本部の全国を網羅する

地下構造モデルに成果を反映させていく必要がある。また、これらの堆積平野は規模が大

きく、まだまだ首都圏等に比べて、日本海側の堆積平野の地盤構造に関する調査は十分な

空間密度で行われているとはいえない。今後も地震調査研究推進本部が各種の物理探査を

政策的に実施し、全国どこでも一定の品質の信頼性の高い地震ハザード評価を行うことの

できるように、浅部から深部までのより詳細な地盤構造モデルへと高度化していく必要が

ある。 
 
2) 震源断層モデルに基づく強震動予測 
サブサブテーマ 2.5 で作成された北海道南西沖から新潟沖の震源断層の矩形モデルのう

ち、単独型と連動型あわせて 33 ケースを設定し、簡便法による強震動予測を実施した。そ

の結果を踏まえ、日本海沿岸の各地域で大きな震度が予測された 3 つの断層モデル（秋田
沖から庄内沖にかけての AKT07+SHN04+SHN06、庄内沖から越後平野にかけての

SHN09+MRK01+ECG03+ECG05 及び SHN11+MRK02+ECG01）について、特性化震源

モデルを作成し、統計的グリーン関数法を用いた詳細法による強震動予測を実施した。こ

れらの計算により、秋田平野、庄内平野や越後平野など日本海沿岸の堆積平野において震

度 6 強～7 の地震動に見舞われる可能性が確認された。強震動予測結果を利用するにあた

っては、生成される地震動やその空間分布は強震動生成域の深さや位置など、仮定する特

性化震源モデルや破壊シナリオによっても変わり得ること、沖積層の厚い平野域では非線

形地震応答特性によっても地震動レベルや液状化可能性がかわることなどにも留意する必

要がある。 
 

3) 1894 年庄内地震の震源断層モデルに関する検討 
 ここでは、1894 年庄内地震の被害を対象として、従来震源断層と指摘されていた庄内平

野東縁断層帯と本プロジェクトの探査で発見された庄内平野西部に伏在する震源断層モデ

ルを設定し、地震調査研究推進本部の震源断層を特定した地震動評価」の方法に基づいて、

標準的な震源断層モデルパラメータを設定した。 
地震動計算に用いる浅部・深部地下構造モデルについては、庄内平野付近の深部地盤構

造モデルは、（国研）防災科学技術研究所が提供している地震ハザードステーション（J-
SHISv2）に、ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究プロジェクトの地盤調査結果により修
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正をした。また、本プロジェクトで実施された反射法探査断面との比較も実施し、良好で

あることを確認した。浅部地盤構造モデルについては、地盤ボーリング情報に基づいて地

下構造モデルを構築した。強震動予測手法として、統計的グリーン関数法と 3 次元有限差

分法のハイブリッド法を採用し、浅部地盤構造モデルによる増幅については、等価線形法

を適用して、地表面震度を求めた。 
1894 年庄内地震(M7.0)の地震被害分布との比較を行った結果、強震動予測計算の標準

的なレシピに従った震源断層モデルを用いる被害分布と対応していることが確認でき、庄

内平野西部に伏在する震源断層モデルの活動の可能性もあることが指摘できた。 
与えた震源断層モデルパラメータは標準的なものであり、例えば観測事実に基づいて破

壊様式や、アスペリティ（強震動生成領域）の位置や大きさを最適化するような研究も必

要で、それを行うことで、SHN02（庄内平野東縁断層帯に対応）の震源断層モデルでも観

測データの再現性が向上するような可能性はあろう。ここでは、詳細な分布を説明すると

いうより、被害の全体像を説明できるような震源断層モデルの提案として、本プロジェク

トの調査で見出された断層である SHN01 の可能性を指摘した。 
また、こういった歴史地震情報から震源断層モデルを逆算しようとしたときの難しさに

ついても指摘しておく、地震動強さに密接に関係する浅部地盤構造モデルについては、対

象地域は人口がそれなりにあるものの、ボーリング情報が十分ではなく、外挿も多いため、

結果的に十分な精度の浅部地盤モデルにはなっていない可能性が指摘できる。地盤構造モ

デルの精度向上のためには、例えば浅部から深部までの S 波速度構造を比較的簡便に推定

できる、微動アレイ探査を実施することが必要であると考える。現在地震動評価を行って

いるメッシュサイズは 250 m 四方で、これとてかなり詳細なサイズになっていることや、

最近の都市圏の街並みを考えると、こういったサイズの面的な評価は、地震ハザードの見

積もりには重要ではあるが、歴史地震の被害分布の説明、という点では、被害を受けた集

落は多分このメッシュサイズより小さい可能性があることから、空間的により詳細な情報

を使う必要があろう。 
また、本研究で利用した等価線形解析においては、場所によっては地盤の最大ひずみが

大きく、いわゆる等価線形解析の適用限界を超えている点が問題点としてあげられる。地

盤のひずみが大きい場合には、逐次非線形解析が一般的であるが、パラメータが多く、設

定の任意性が高いため、動的試験データが少ない地域で適用するには問題点が多い。より

精度の高い地震動の推定を行うためには動的試験データの蓄積も今後の課題である。 
 

4) 1766 年明和津軽地震の震源断層モデルに関する検討 
1766 年明和津軽地震の被害を対象として、本プロジェクトの探査結果に基づき、津軽山

地西縁断層帯の震源断層モデルを設定、地震調査研究推進本部の震源断層を特定した地震

動評価」の方法に基づいて、標準的な震源断層モデルパラメータを設定した。この際、地

震被害分布も考慮して、3 つのセグメント断層モデルを仮定し、それぞれについての地震

動評価を行った。 
地震動計算に用いる浅部・深部地下構造モデルについては、深部地盤構造モデルは、（国

研）防災科学技術研究所が提供している地震ハザードステーション（J-SHISv2）に、本プ
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ロジェクトにより津軽平野で実施した微動アレイ探査や単点微動調査結果により更新をし

た。このモデルは本プロジェクトで実施された反射法探査断面との比較も実施された。強

震動予測手法として、統計的グリーン関数法と 3 次元有限差分法のハイブリッド法を採用

し、浅部地盤構造モデルによる増幅については、微地形区分に基づく震度増分を付加して

地表面震度を求めた。 
1766 年明和津軽地震の地震被害分布から求めた震度分布との比較を行った結果、仮定

した 3 つのセグメントのうち、南部及び中央部の 2 つのセグメントが連動して破壊した震

源断層モデルでの再現性がよりよいものであることがわかった。このモデルのマグニチュ

ードは 7.5、モーメントマグニチュードは 6.7 で、地震本部の長期評価と照らし合わせる

と、津軽山地西縁断層帯の北部と南部が連動した規模に対応する。 
3) の庄内地震と同じく、与えた震源断層モデルパラメータは標準的なものであり、例え

ば観測事実に基づいて破壊様式や、アスペリティ（強震動生成領域）の位置や大きさを最

適化するような研究も必要であるが、こういった検討の困難さは 3) の今後の課題に示し

た通りである。 
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(3) 8 ヵ年の成果 
(a) 業務の成果 
平成 25 年度から令和 2 年度に亘る業務実施期間において、日本海側で発生する地震の

強震動予測、強震動評価に資するための情報収集と、本プロジェクトで構築される日本海

沿岸を含む日本海側の震源断層モデルに対する強震動予測を実施した。調査項目としては、

1) 微動による堆積平野速度構造調査、2) 堆積平野地盤構造モデルの改訂、3) 地震波形記

録の収集、4) 震源断層モデルに基づく強震動予測、と 4 項目に大きく分けることができ

る。以下、各項目について、概要を記載する。 
 
1) 微動による堆積平野速度構造調査 

 地震本部においては、全国地震動予測地図 1) のために、地震の揺れに大きく影響を及ぼ

す浅部・深部地盤構造モデルを構築している例えば 2), 3)。これらの構築には、既存の地球物

理学的な探査結果や地質情報が網羅的に活用されているが、地震波速度構造が直接的に推

定できる微動アレイ探査等は地域により偏りがあり、特に日本海側では、「ひずみ集中帯

の重点的調査観測・研究プロジェクト」4) で、福岡県の福岡平野と筑紫平野については「警

固断層帯（南東部）における重点的な調査観測」5) で、それぞれ多数の、S 波速度構造を

推定するのに有効な微動アレイ探査やボーリングデータの収集等が実施され、詳細な深部

地盤構造モデルが構築されるなどしてきたが、平野部において調査が十分でない地域もあ

った。そこで、函館平野、津軽平野、富山・射水・砺波平野、加賀平野、邑知潟平野、お

よび山陰地方西部の小規模平野において、地震基盤面までの S 波速度構造推定のための微

動アレイ探査と、面的な構造変化を調べるための単点微動調査を実施し、調査地点を増や

した。 
 

2) 堆積平野地盤構造モデルの改訂 
 1) の調査結果を踏まえ、現行の深部地盤構造モデルである J-SHIS V2モデルに対して、

これらの探査結果や、本プロジェクトの海陸統合構造調査や陸域活構造調査による探査結

果を利用して、函館平野、津軽平野、富山・射水・砺波平野の深部地下構造モデルの更新

を行った。多くの平野においては、従来の深部地盤モデルよりも地盤の S 波速度が小さい

あるいは、基盤面までの深度が深くなっていることがわかった。また、浅部地盤モデルを

構築するための、表層地盤の S 波速度情報を十分な点数ではないものの、得ることができ

て、今後の調査を進めるための有用なガイドラインとなることがわかった。 
 

3) 地震波形記録の収集 
 地盤モデルの構築は、地震動予測地図を作成するのに不可欠であるが、構築された地盤

モデルが妥当であるかどうかは、地震記録そのものを使って検証し、さらなるモデルの高

度化を継続的に進めていく必要がある。強震波形記録は、国立研究開発法人防災科学技術

研究所の K-NET、KiK-net や気象庁の計測震度計の波形データを使うことができるが、全

国の自治体が設置している、自治体震度情報ネットワークの波形データが活用できると、

全国に三千近い観測点があることから、地盤モデルの高度化に大いに資することができる。
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特に、各自治体の庁舎等に設置されていることから、人口が多い平野、盆地に観測点が多

く、これも地盤モデルの検証には役立てることができる。本プロジェクトを通して、北海

道、青森県、秋田県、富山県、石川県、福井県、京都府、兵庫県、島根県、といった道府

県の震度情報ネットワークシステムの波形データの一部提供を受けることができた。なお、

山形県や新潟県は国立研究開発法人防災科学技術研究所（ひずみ集中帯の重点的調査観測・

研究プロジェクト）により、鳥取県は、協力機関の鳥取大学（香川教授）により利活用さ

れている。その中で、福井県、石川県、富山県の地震波形データを用いて、福井平野など

の揺れやすさについての分析を実施した。また、島根県や青森県の地震波形データは微動

アレイ探査結果の検証、北海道の地震波形データは函館平野深部地盤モデル改訂の検証等

に用いた。 
 

4) 震源断層モデルに基づく強震動予測 
 本プロジェクトにおいて構築された、日本海沿岸における震源断層モデルに基づき、簡

便法による強震動予測を行って、陸域での揺れのレベルを見積もるとともに、特に影響の

大きい震源断層モデルについて、断層破壊様式を踏まえた詳細法地震動計算を実施し、破

壊様式に違いに基づく揺れ方の違いについて整理を行った。また、1) で実施した、探査結

果に基づいて、従来のモデルに基づくものと探査結果に基づく地震動増幅特性を比較して、

議論した。また 1894 年庄内地震、1766 年明和津軽地震の震源断層モデルについて、本プ
ロジェクトの調査結果に基づいた震源断層モデルによる強震動評価を実施し、史料による

被害分布からの観測震度との比較を行って、震源断層モデルの候補を検討した。この際、

津軽平野の深部地盤モデルには、2) で更新されたモデルが利用された。 
 
(b) 結論ならびに今後の課題 

1) 微動による堆積平野速度構造調査においては、これまで情報が十分でなかった地域に

おいて微動アレイ探査を中心に実施し、地盤構造の特に S 波速度情報を得ることができ、

2) 堆積平野地盤構造モデルの改訂において、函館平野、津軽平野、富山平野周辺の深部地

下構造モデルの更新を行った。3) 地震波形記録の収集では自治体震度情報ネットワークの

波形データを収集し、地盤特性分析を一部で実施した。4) 震源断層モデルに基づく強震動

予測では、津波評価と対応した強震動評価や、本プロジェクトの調査で見出された震源断

層モデルに基づいた歴史地震の震源断層の検討を実施した。更新された深部地下構造モデ

ルは今後、地震調査研究推進本部が行う全国の地下構造モデルの更新に合わせて取り込ま

れることが期待される。また、自治体震度情報ネットワークシステムの波形データは十分

に利用できることがわかったため、今後、幅広い利活用を目指して、波形データがもれな

く収集できるような仕組みを構築し、利用に資することが、全国地震動予測地図の精度や

信頼性を向上させていくのにつながると考える。歴史地震を対象とした強震動評価によっ

て、歴史地震の震源断層特定のための試みを行うことができたのは、地殻構造調査から震

源断層モデル構築、強震動・津波予測までの研究分野を横断的に実施し、協働できる体制

を整えた本プロジェクトの特性によるところが大きい。 
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